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2稲敷市議会だより　第28号

　平成２４年第１回稲敷市議会定例会が２月２８日から３月２２日までの
２４日間にわたり開かれました。市長より提出された議案は、条例制定案
３件、条例改正案９件、条例廃止案１件、各会計の補正予算案９件、平成
２４年度各会計予算案１２件、そのほか指定管理者の指定、市道の認定・
変更・廃止、諮問案件を含めた合計４１案件でした。議会からは、陳情案
件１件が提出されました。
　最終日には、入札情報漏えい問題調査特別委員会の委員長報告を受け、
特別委員会が終了しました。他に議会から、追加議案として条例改正・意
見書の発議２件が提出されました。
　今定例会では、議案のうち当市議会として初めて予算案件（補正・当初
各１件）が否決となりました。（詳細理由については討論をご参照ください。）
　議会の審議内容及び、議決の結果については下記をご参照ください。

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

【開 催 日】 【 審 議 内 容 】

２月２８日（火） 開会
議案について市長の提案理由説明を受ける（３８議案）。
諮問３件について市長の提案理由説明の後、質疑、討論を省
略し表決を行う。
陳情第１号上程、産業建設常任委員会へ付託する。
（２月２９日は議案調査のため休会）

３月１日（木） 議員による市政一般に関する通告質問を行う。【６名】
３月２日（金） 議員による市政一般に関する通告質問を行う。【５名】

議案に対する通告質疑はなく、審査のため各常任委員会へ議案
３８件を付託する。

３月５日（月）
～３月７日（水） 常任委員会による付託議案審査　【総務教育常任委員会】

３月８日（木）
～３月９日（金） 常任委員会による付託議案審査　【市民福祉常任委員会】

（今定例会の議事整理のため３月１２日は休会）
３月１３日（火）
～３月１４日（水）常任委員会による付託議案審査　【産業建設常任委員会】

（今定例会の議事整理のため３月１５、１６日は休会）
３月１９日（月） 平成２４年度当初予算案の全体審査会

（今定例会の議事整理のため３月２１日は休会）
３月２２日（木） 各常任委員長から付託議案に対する審査報告を受ける。

議案３８件及び、陳情１件に対して討論、表決を行う。
入札情報漏えい問題調査特別委員長から審査報告を受け、特
別委員会の終了を議決。
議員発議により条例改正１件、陳情採択による意見書提出1
件を追加議案として提出。
追加議案に対しそれぞれ質疑、討論、表決を行う。
閉会
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平成平成２２４年 第１回 ４年 第１回 
稲敷市議会定例会稲敷市議会定例会

一般会計（補正予算（第6号）・
平成24年度当初予算）を否決！
一般会計（補正予算（第6号）・一般会計（補正予算（第6号）・
平成24年度当初予算）を否決！平成24年度当初予算）を否決！

議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果

議案第 4 号
稲敷市職員の自己啓発等休業及び
修学部分休業に関する条例の制定
について

職員の自己啓発等休業制度と修学部分休
業制度を導入する

総務教育 原案可決

議案第 5 号
稲敷市江戸崎工業団地企業立地促
進助成金準備基金条例の制定につ
いて

条例に規定する奨励措置の財源確保の目
的で、表題の準備基金の創設条例を制定
する

総務教育 原案可決

議案第 6 号
稲敷市墓地，埋葬等に関する条例
の制定について

墓地、納骨堂、火葬場の経営許可事務が
4月より、県から市へ移譲されるために制
定する

市民福祉 原案可決

議案第 7 号
稲敷市部設置条例の一部改正につ
いて

行政改革大綱・行政改革実施計画により
4月から水道局・下水道課を統合し、上
下水道部を新設する

総務教育 原案可決

議案第 8 号
稲敷市特別職の職員で常勤のもの
の給与及び旅費に関する条例の一
部改正について

市職員のたび重なる不祥事に対して、市
長・副市長の給料を減額する

総務教育 原案可決

議案第 9 号 稲敷市税条例の一部改正について

たばこ税の県からの一部移譲、市民税の
退職所得10%税額控除の廃止と、個人住
民税の均等割額の増税など、地方税法改
正に伴うもの

市民福祉 原案可決

議案第10号

稲敷市産業活動の活性化及び雇用
機会の創出のための固定資産税の
特別措置に関する条例の一部改正
について

時限的措置として、現行条例のH24.3.1
までの適用期間を3年間延長する

総務教育 原案可決

議案第11号
稲敷市公民館設置，管理及び職員
に関する条例の一部改正について

公民館運営審議会委員の委嘱基準を文部
科学省令に準じて改正する

総務教育 原案可決

議案第12号
稲敷市立図書館の設置及び管理等
に関する条例の一部改正について

H24.4.1施行の図書館法に準じ、図書館協
議会委員の任命基準を改正する

総務教育 原案可決

議案第13号
稲敷市介護保険条例の一部改正に
ついて

第 5期介護保険事業計画に基づき、H24
年度からH26年度までの保険料率を定め
る

市民福祉 原案可決
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議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果

議案第14号
稲敷市江戸崎工業団地企業立地促
進条例の一部改正について

当該工業団地の企業立地を促進するため、
奨励措置の対象企業者に小売業を追加する

総務教育 原案可決

議案第15号

稲敷市水道事業の設置等に関する
条例及び稲敷市工業用水道事業の
設置等に関する条例の一部改正に
ついて

行政改革実施計画に基づく組織再編に伴
い、上下水道部を新設する

産業建設 原案可決

議案第16号
稲敷市土地開発基金条例の廃止に
ついて

地価下落により実効性・必要性が希薄と
なった当該基金を廃止し、基金財産の有
効活用を図る

総務教育 原案可決

議案第17号
平成 23年度稲敷市一般会計補正
予算（第6号）

予算総額を225億 1271万 9千円とする継
続費、繰越明許費、地方債の補正を行う

各常任委員会 否　　決

議案第18号
平成 23年度稲敷市国民健康保険
特別会計補正予算（第3号）

予算総額を59億 5598万 6千円とする 市民福祉 原案可決

議案第19号
平成 23年度稲敷市農業集落排水
事業特別会計補正予算（第5号）

予算総額を8億 6030万 8千円とする 産業建設 原案可決

議案第20号
平成 23年度稲敷市公共下水道事
業特別会計補正予算（第6号）

予算総額を27億 5962万 2千円とする 産業建設 原案可決

議案第21号
平成 23年度稲敷市介護保険特別
会計補正予算（第2号）

予算総額を28億 653万円とする 市民福祉 原案可決

議案第22号
平成 23年度稲敷市浮島財産区特
別会計補正予算（第1号）

予算総額を135万 2千円とする 総務教育 原案可決

議案第23号
平成 23年度稲敷市古渡財産区特
別会計補正予算（第1号）

予算総額を403万 8千円とする 総務教育 原案可決

議案第24号
平成 23年度稲敷市後期高齢者医
療特別会計補正予算（第2号）

予算総額を8億1099万 1千円とする 市民福祉 原案可決

議案第25号
平成 23年度稲敷市水道事業会計
補正予算（第 4号）

収益的収入支出予定額：9億 8112万 1千円
資本的収入予定額：3億 6864万 5千円
資本的支出予定額：7億1265万 9千円

産業建設 原案可決

議案第26号 平成 24年度稲敷市一般会計予算
予算総額を207億 3800万円とする
（前年比　11.1％増）

各常任委員会 否　　決

議案第27号
平成 24 年度稲敷市国民健康保険
特別会計予算

予算総額を56億 2792万 2千円とする
（前年比　2.2％増）

市民福祉 原案可決

議案第28号
平成 24 年度稲敷市，稲敷郡町村
及び一部事務組合公平委員会特別
会計予算

予算総額を17万７千円とする
（前年比　5.4％増）

総務教育 原案可決

議案第29号
平成 24 年度稲敷市農業集落排水
事業特別会計予算

予算総額を4億126万 9千円とする
（前年比　4.7％増）

産業建設 原案可決

議案第30号
平成 24 年度稲敷市公共下水道事
業特別会計予算

予算総額を18億 7498万 5千円とする
（前年比　2.2％増）

産業建設 原案可決

議案第31号
平成 24 年度稲敷市介護保険特別
会計予算

予算総額を31億 153万 8千円とする
（前年比　8.3％増）

市民福祉 原案可決

議案第32号
平成 24 年度稲敷市浮島財産区特
別会計予算

予算総額を124万 3千円とする
（前年比　0.2％減）

総務教育 原案可決
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議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果

議案第33号
平成 24 年度稲敷市古渡財産区特
別会計予算

予算総額を353万 7千円とする
（前年比　0.3％減）

総務教育 原案可決

議案第34号
平成 24 年度稲敷市基幹水利施設
管理事業特別会計予算

予算総額を1億 2850万 1千円とする
（前年比　9.5％減）

産業建設 原案可決

議案第35号
平成 24 年度稲敷市後期高齢者医
療特別会計予算

予算総額を8億 3061万 8千円とする
（前年比　2.2％増）

市民福祉 原案可決

議案第36号
平成 24 年度稲敷市水道事業会計
予算

収益的収入支出予算総額：9億 5504万 6千円
（前年比　0.8％減）
資本的収入予算総額：8263万円
（前年比　282.6％増）
資本的支出予算総額：5億 7309万 3千円
（前年比　24.7％増）

産業建設 原案可決

議案第37号
平成 24 年度稲敷市工業用水道事
業会計予算

収益的収入支出予算総額：896万 4千円
（前年比　15.5％増）
資本的収入支出予算総額：0千円
（施設整備がある場合のみに計上）

産業建設 原案可決

議案第38号 指定管理者の指定について
稲敷市商工会を、えどさき笑遊館の指定
管理者としてH24.4.1 から 5年間指定す
る

産業建設 原案可決

議案第39号 市道路線の認定について 交差点改良、寄付等による認定：23路線 産業建設 原案可決

議案第40号 市道路線の変更について 圏央道建設による起点・終点変更：23路線 産業建設 原案可決

議案第 41号 市道路線の廃止について 圏央道建設による機能喪失：3路線 産業建設 原案可決

諮問第 1 号
～

諮問第 3 号

人権擁護委員候補者の推薦につい
て

江戸崎甲　　南井　純雄　　（再任）
桑　　山　　林崎　美代子　（再任）
浮　　島　　人見　みどり　（再任）

― 原案同意

発議第 5 号
稲敷市議会委員会条例の一部改正
について

提出者　　木内　義延 ― 原案可決

発議第 6 号
利根川の管理を国の責任で行うこ
とを求める意見書

提出者　　篠崎　力夫 ― 原案可決

　※否決議案予算については第２回臨時会で一部変更され可決されました。

受付日 件　　　名
提　出　者
住所・氏名

付託委員会 結　果

陳情第１号

（H24.2.3）

受理番号2番

利根川の管理を国の責任

で行うことを求める陳情

香取市佐原イ 4149

国土交通労働組合佐原分会

分会長　　堀米　正和

産業建設 採　 択
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介
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。

市
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進
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イ
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し
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。 伊

藤
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計
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に
つ
い
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、
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災
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旧

工
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の
見
通
し
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立

た
な
い
状
況
下
で
の
庁
舎

建
設
事
業
再
開
は
時
期
尚

早
と
判
断
し
、
23
年
度
末

ま
で
の
業
務
を
一
時
中
止

し
ま
し
た
。
損
傷
を
受
け

た
特
別
教
室
棟
を
現
行
計

画
の
ま
ま
利
活
用
す
る
こ

と
は
事
業
費
増
額
が
明
確

で
あ
り
、
特
別
教
室
棟
を

利
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せ
ず
震
災
前
以
上
の

防
災
レ
ベ
ル
を
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し
た
免

震
構
造
の
新
庁
舎
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設
の

選
択
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ベ
ス
ト
と
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、

こ
れ
ま
で
の
基
本
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計
を

変
更
し
24
年
度
中
に
実
施

新
庁
舎
建
設
工
程
は

田
口
市
長 

23
年
度
末
ま
で
一
時
中
止
・
26
年
度
竣
工

設
計
ま
で
完
了
。
25
年
度

に
は
工
事
着
手
、
26
年
度

末
ま
で
の
竣
工
を
考
え
て

い
ま
す
。

市
長

旧江戸崎西高跡地（新庁舎建設予定地）

事業再開と聞いていたのに依
然中断とのことで不安に感じ

ている。昨年の答弁後、今年度事業中
止の報告は議会に届いていない。市民
の関心事でもあり話をしてもらいた
かった。復興優先は理解できるが同時
進行も可能ではなかったか。
　計画変更により、なるべく職員配置
を含めた本庁舎への行政機能集約によ
り経費削減を図ることもできるのでは
ないか。

９月定例会後の事業の遅れは

私の努力が足りなかったと

思っています。22 年度決算が不認定

となり、議会との調整を進めることが

できなかった中での事業再開はできな

いと判断し作業を中断しました。

　今回計画を変更し、新庁舎に可能な

行政機能を集約させなければ建設メ

リットが出ないと考えていますので、

これまでの計画に捉われず可能な限り

機能集約を図っていきます。

伊藤 市長
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市
政
を
問
う

窓口対応研修は行われているのか
田口市長  全職員を対象に実施

市民から当市の窓口対応は、近隣自治体と比較して
「ご苦労様」の言葉もなく不親切との話が寄せられて

いる。役所の論理やセクション意識の押しつけで、市民の立
場で考え行動していないからではないか。窓口の対応は笑顔
とあいさつが大切で、当市の顔である。
　職員に対する窓口・電話応対等の指導や研修は、どの職員
を対象としてどのくらいの頻度で行っているのか。

関川

関 川 初 子
議　員

庁
舎
や
公
共
施
設

の
出
入
口
付
近
に

喫
煙
所
が
設
置
さ
れ
て
い

る
が
、
妊
婦
や
子
供
に

と
っ
て
は
健
康
上
の
大
き

な
問
題
と
考
え
て
い
る
。

龍
ヶ
崎
市
で
は
勤
務
時
間

中
の
禁
煙
や
出
入
口
か
ら

離
れ
た
場
所
へ
の
喫
煙
場

所
設
置
等
の
措
置
が
取
ら

れ
て
い
る
。

関
川

受
動
喫
煙
対
策
の
方
針
は

田
口
市
長 

マ
ナ
ー
向
上
の
徹
底
を
図
る

市
長

　

以
前
に
も
勤
務
時
間
中

の
職
員
の
喫
煙
に
つ
い
て

一
般
質
問
が
行
わ
れ
た
が
、

リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
や
勤
務
効

率
向
上
の
た
め
と
い
う
の

は
個
人
的
な
問
題
で
あ
る
。

　

公
共
施
設
内
の
全
面
禁

煙
、
喫
煙
場
所
の
見
直
し
、

職
員
の
勤
務
時
間
内
禁
煙

に
対
す
る
考
え
を
伺
い
た

い
。

平成 18 年度から今年まで全職員を対象に、階層別・役職別に効果的な手法で外部講

師による接遇研修を実施し、全ての職員の受講が終了しました。22 年度には総合窓

口課職員に、23 年度からは各課の窓口担当職員を対象に話し方・言葉使い、窓口・電話対

応やクレーム対応習得の研修を開催しています。今後も市の顔として、窓口の接遇向上に努

めていきたいと考えています。

市長

茨城県禁煙認証施設（東保健センター）

公
共
施
設
等
の
管

理
者
は
受
動
喫
煙

を
防
止
す
る
措
置
を
講
じ

る
こ
と
が
努
力
義
務
化
さ

れ
て
お
り
、
当
市
で
も
17

年
度
か
ら
禁
煙
化
に
取
り

組
み
、
各
庁
舎
の
分
煙
化
、

生
涯
学
習
施
設
・
保
健
セ

ン
タ
ー
等
の
禁
煙
が
実
施

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

受
動
喫
煙
防
止
に
対
す

る
職
員
へ
の
指
導
に
つ
い

て
は
、
知
識
や
マ
ナ
ー
を

徹
底
さ
せ
る
た
め
、
意
識

向
上
の
講
習
会
等
に
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
き
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。



8稲敷市議会だより　第28号

一
般
質
問

地
方
公
務
員
法
第

30
条
に
公
務
員
と

し
て
の
服
務
等
が
謳
わ
れ

て
い
る
が
、
当
市
で
は
一

連
の
不
祥
事
の
連
鎖
が
起

こ
り
醜
態
を
さ
ら
け
出
し

て
い
る
。
平
成
19
年
か

堀
口 人

事
評
価
制
度
の
反
映
は

田
口
市
長 
職
員
の
能
力
・
や
る
気
を引出

し
て
い
く人事評価マニュアル

堀 口 正 良
議　員

ら
試
行
的
に
運
用
さ
れ
た

人
事
評
価
制
度
に
つ
い
て
、

そ
の
内
容
・
効
果
・
問
題

点
等
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　

今
回
の
不
祥
事
に
鑑
み

て
、
評
価
す
る
方
々
は
こ

の
人
事
評
価
制
度
を
ど
の

よ
う
に
人
事
異
動
や
配
置

に
反
映
し
て
任
用
し
て
い

る
の
か
。
Ｓ
か
ら
Ｄ
ま
で

の
5
段
階
評
価
の
中
で
、

低
評
価
者
の
是
正
を
図
る

よ
う
な
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

は
行
わ
れ
て
い
る
の
か
。

　

今
年
度
の
退
職
職
員
の

中
で
も
優
秀
な
人
材
が
自

ら
勧
奨
退
職
に
よ
り
や
め

て
し
ま
う
の
は
何
ゆ
え
か
、

職
員
に
人
事
評
価
を
含
め

て
働
く
意
欲
、
公
僕
と
し

て
社
会
に
奉
仕
し
市
民
の

た
め
に
サ
ー
ビ
ス
を
施
す

と
い
う
気
概
は
あ
る
の
か
。

市
長
と
し
て
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
を
与
え
る
よ
う
な

日
々
の
努
力
は
あ
る
の
か
。

人
事
評
価
は
地
方

公
務
員
法
第
40
条

の
勤
務
評
定
に
代
わ
る
も

の
と
し
て
多
く
の
自
治
体

で
導
入
さ
れ
て
お
り
、
職

員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を

高
め
、
組
織
の
士
気
や
公

務
能
率
向
上
を
狙
い
と
し

て
い
ま
す
。

　

評
価
に
当
た
っ
て
は
、

評
価
者
の
主
観
や
恣
意
性

を
排
除
し
一
定
の
評
価
基

準
・
方
法
に
よ
り
同
一
理

解
の
基
に
評
価
す
る
た
め

研
修
を
実
施
し
て
き
ま
し

た
。
19
年
度
か
ら
21
年
度

ま
で
は
試
行
、
22
年
度
か

ら
本
格
実
施
し
評
価
結
果

を
勤
勉
手
当
に
反
映
し
て

い
ま
す
。
22
年
度
は
Ｓ
ラ

ン
ク
な
し
、
Ａ
が
約
２
割
、

８
割
が
Ｂ
ラ
ン
ク
者
で
、

勤
勉
手
当
全
体
の
中
で
調

整
し
優
秀
者
へ
上
乗
せ
し

て
い
ま
す
。
評
価
者
と
被

評
価
者
の
年
度
中
間
・
最

終
の
面
談
で
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク
を
行
っ
て
い
ま
す
。

市
と
し
て
は
力
の

あ
る
方
や
一
生
懸

命
に
考
え
て
く
れ
る
方
に

リ
ー
ダ
ー
に
な
っ
て
も
ら

い
、
市
を
良
く
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

退
職
の
選
択
は
人
そ
れ
ぞ

れ
だ
と
思
い
ま
す
が
、
人

事
評
価
制
度
は
組
織
が
な

あ
な
あ
に
な
ら
な
い
た
め

に
も
必
要
だ
と
思
い
ま
す
。

　

私
の
実
行
力
が
不
可
欠

と
肝
に
銘
じ
て
職
員
の
意

識
の
あ
り
方
、
能
力
、
や

る
気
等
を
出
し
て
も
ら
え

る
よ
う
に
も
っ
て
い
く
べ

き
と
思
っ
て
い
ま
す
。

部
長

市
長



篠 田 純 一
議　員

9 稲敷市議会だより　第28号

市
政
を
問
う

学校給食の安全確保を
坂本教育長  極力国産食材を使用

学校給食については稲敷市総合計画前期基本計画において安全な食材の提供に努め
るとあるが、自ら食する給食の材料を選べない子どもたちを守るのは行政の責務で

ある。それらに取り組んできた状況において、輸入食品のポストハーベストの認識と添加物
に配慮した食材の提供についてどう対処しているのか。地産地消の推進にむけて平成 23年
度の市内および茨城県からの食材納入量について伺う。また給食の配膳方法について、給食
開始時の計画にトレー対応がなされず、これまでトレー購入の予算が組まれなかったのか。
更に学校給食費未納問題についてどのような対策をしているのかを問う。

学校給食については、安全安心な提供が大前提です。食

材については極力国産を使用しています。輸入食品を使

用する場合は、国の基準に基づき食材の納入時に検査項目のチェッ

クを徹底し、受け入れをしています。また、給食センター所長及び

学校長が検食し安全性が確認された給食を提供しています。添加物

については、食品配合表を確認し使用しています。

　市内および茨城県内産の給食食材の納入率は、副食品で 44％と

なっています。

篠田

給食トレーについては、小さい

園児には使いづらいということ

で導入しませんでしたが、24 年度当初

予算に購入予算を計上し装備したいと考

えています。

　未納給食費については、各学校で未納

理由状況を把握し、家庭訪問による相談

や子ども手当支給後の納入それでも多額

の未納がある場合は、弁護士を通じての

督促を行っています。給食費未納問題に

ついては教育委員会及び学校が協力し対

応していきます。

教育長

部長

あずま北小の給食のようす

＊用語解説

ポストハーベスト

収穫後の農産物に使用する殺菌剤・防かび

剤・防腐剤等で、農薬の残留割合が高く

食の安全に不安を与えている。



10稲敷市議会だより　第28号

一
般
質
問

社
会
や
生
活
環
境

が
激
変
す
る
な
か

市
民
の
健
康
確
保
に
努
め

る
こ
と
は
行
政
と
し
て
も

重
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

当
市
に
お
い
て
実
施
さ
れ

て
い
る
特
定
検
診
の
ク
レ

ア
チ
ニ
ン
検
査
は
、
腎
臓

機
能
の
状
態
を
調
べ
る
為

に
非
常
に
重
要
で
あ
り
腎

臓
病
を
未
然
に
防
ぐ
た
め

に
も
、
市
民
へ
の
周
知
徹

底
が
必
要
と
考
え
る
が
市

の
考
え
は
。

松
戸 市

民
の
健
康
確
保
を
問
う

田
口
市
長 
検
診
の
必
要
性
を広

く
周
知
す
る

市
長

松 戸 千 秋
議　員

市民の健康を守る保健センター

社会環境の多様化が進み様々なス
トレスを抱え、生きる希望を失い

命を絶ってしまうようなケースも少なくな
い。このようなことがないよう、いのちを
守る健康対策やメンタルヘルスチェックシ
ステム「こころの体温計」の導入について
検討する考えを問う。

「こころの体温計」については、専

門機関等に相談する契機になりま

すので有効な手段と考えています。県内で

も数市町村で導入されており当市において

も早急に対応に向けた調査に着手します。

いのちを守る健康対策については、相談窓

口に精神保健福祉士を配置して「こころの

相談」窓口等の開設、民生委員児童委員を

対象としたゲートキーパー養成研修会等を

通して積極的な事業展開を図っています。

「いのちを守る」
心の健康対策への取組は

田口市長  関係機関と連携し取り組む

松戸

市長

ク
レ
ア
チ
ニ
ン
検

査
は
継
続
し
て
実

施
し
て
い
き
ま
す
。
検
診

実
施
率
向
上
の
た
め
土

曜
・
日
曜
の
検
診
実
施
や

検
診
未
受
診
の
方
に
対
し
、

再
度
通
知
を
行
っ
て
お
り

ま
す
。

＊用語解説

こころの体温計

携帯電話やパソコンを利用して、ストレスや

落込み度を気軽にチェックできるシステム。

ゲートキーパー

悩んでいる人に気づき、声をかけ話を聞い

て、必要な支援につなげ見守る人のこと。

特別な資格ではありません。

＊用語解説

クレアチニン検査

クレアチニンは尿酸等と

同様に腎臓でろ過されて

尿中に排泄される物質で、

採血による腎機能検査と

して用いられる。



11 稲敷市議会だより　第28号

市
政
を
問
う

工業団地購入申請拒否の経緯を問う
田口市長  再募集に当たっては個別通知を行う

条件が悪く数年間買い手のなかった下太田第二工業
団地の売れ残り地について、ホームページの掲載に

従い関係部署で調整の上で購入希望したリサイクル関係企業
に対して、担当窓口の政策審議室では受付を拒否し、拒否理
由の情報公開請求を行ったが却下、その理由を聞いても拒否
され、市のホームページからは当該募集掲載が削除されたと
聞く。行政手続法ではいかなる理由があっても門前払いはできないのではないか、それらの
拒否理由を聞きたい。
　先に契約協議を行っていた企業との調整も不調と聞くが、再度申請があった場合の対応は
どうするのか。

昨年９月時点で既に他企業との契約に向けた詰めの段

階にあったため、その時点で分譲販売の受付をしてい

ない旨を説明し、混乱を与えないために市ホームページへの記

載を一時停止しました。

　情報公開請求に対しては請求内容が公開対象とならない事項

のため、条例に基づいて受付を拒否したもので受付自体を拒否

したものではありません。

　当該地の募集については、期間を切って再募集し、事前に希

望していた企業には個別に通知をしたいと考えています。

高野

市長

昨
年
８
月
に
浮
島
の
旧

宮
本
邸
を
寄
附
者
へ
無

償
譲
渡
で
返
還
し
た
。
こ
れ
は

議
会
の
議
決
要
件
に
抵
触
し
な

い
と
の
説
明
だ
っ
た
が
、
不
動

産
評
価
の
鑑
定
も
さ
れ
ず
、
適

正
な
評
価
を
し
て
い
る
と
は
考

え
ら
れ
な
い
。
見
識
者
に
聞
く

と
普
通
財
産
の
譲
与
は
あ
り
得

な
い
と
い
う
こ
と
だ
が
、
今
回

の
無
償
譲
渡
は
適
正
な
の
か
。

　

寄
附
後
は
活
用
の
努
力
も
せ

ず
、
処
分
に
つ
い
て
議
会
に
何

の
相
談
も
な
い
。

　

市
の
所
有
時
に
は
農
地
地
目

が
放
置
さ
れ
、
今
回
宅
地
に
変

更
し
た
上
で
譲
与
さ
れ
た
が
、

利
益
供
与
に
な
っ
て
し
ま
う
の

で
は
な
い
か
。
譲
渡
に
際
し
て

特
約
事
項
を
定
め
て
お
く
べ
き

で
は
な
か
っ
た
か
。

平
成
19
年
度
に
行
政
財

産
と
し
て
寄
附
を
受
け
、

財
産
処
分
は
適
正
か

田
口
市
長 

寄
附
者
へ
は
無
償
譲
渡
が
可
能

企
画
課
を
中
心
に
活
用
協
議
を

し
て
き
ま
し
た
が
、
結
果
的
に
有

効
活
用
が
図
れ
ず
維
持
管
理
費

等
を
考
慮
し
、
寄
附
者
へ
戻
す
こ

と
に
し
ま
し
た
。
寄
附
を
受
け
た

行
政
財
産
の
用
途
廃
止
に
よ
る

普
通
財
産
を
寄
附
者
や
相
続
人

に
譲
渡
す
る
と
き
は
無
償
譲
渡

が
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

法
律
的
な
こ
と
は
専
門
家
に
聞

い
て
改
め
て
お
話
し
し
ま
す
。

利
用
計
画
や
返
却
に
際

し
議
会
へ
相
談
し
な

か
っ
た
こ
と
は
お
詫
び
し
ま
す
。

　

今
回
は
寄
附
者
に
無
償
で
返

す
た
め
、
金
銭
を
負
担
し
鑑
定

評
価
ま
で
実
施
す
る
必
要
は
な

い
だ
ろ
う
と
い
う
こ
と
で
鑑
定

評
価
を
行
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

地
目
は
市
が
所
有
の
時
点
で
変

更
す
る
べ
き
だ
っ
た
と
思
い
ま

す
。
譲
与
契
約
に
際
し
て
特
約

条
項
は
設
定
し
て
い
ま
せ
ん
。

高
野

市
長

下太田第二工業団地

部
長

高野 貴世志
議　員



12稲敷市議会だより　第28号

一
般
質
問

消
費
電
力
節
約
の
た
め

防
犯
灯
・
街
灯
の
Ｌ
Ｅ

Ｄ
化
を
進
め
て
い
く
考
え
は
な
い

か
。
Ｌ
Ｅ
Ｄ
は
初
期
費
用
が
か
か

る
も
の
の
、
ラ
ン
プ
寿
命
が
長
く

誘
虫
指
数
（
虫
を
呼
び
集
め
る

指
数
）
が
小
さ
い
等
の
利
点
が

多
く
、
節
電
の
た
め
に
は
５
カ
年

計
画
等
に
よ
り
地
区
ご
と
に
、
め

り
張
り
の
利
い
た
施
策
を
講
じ

て
は
ど
う
か
と
思
う
が
考
え
を

伺
い
た
い
。

　

合
併
前
に
は
東
電
か
ら
防
犯

灯
の
寄
附
が
あ
っ
た
が
現
在
も

あ
る
の
か
。
住
宅
地
内
防
犯
灯

は
職
員
の
判
断
、
市
の
責
任
で

設
置
で
き
る
方
法
を
と
る
べ
き

で
は
な
い
か
。
防
犯
灯
の
設
置

基
準
を
問
う
。

山
口

Ｌ
Ｅ
Ｄ
灯
は
蛍
光
灯
と

比
較
し
光
源
寿
命
が
約

７
倍
、
CO2
排
出
量
が
約
50
％
、

電
気
料
が
約
30
％
削
減
さ
れ
る

な
ど
極
め
て
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
効

果
に
優
れ
て
お
り
、
小
型
軽
量
、

水
銀
等
の
有
害
物
質
を
含
ま
な

い
な
ど
Ｌ
Ｅ
Ｄ
の
積
極
的
導
入

の
必
要
が
あ
る
と
考
え
ま
す
。

　

市
で
は
23
年
度
よ
り
防
犯
灯

新
設
個
所
に
つ
い
て
順
次
Ｌ
Ｅ

Ｄ
化
を
図
り
、
60
カ
所
に
つ
い

て
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
を
行
い
ま
し
た
。

当
面
は
新
設
・
器
具
本
体
の
修

繕
等
に
あ
わ
せ
て
進
め
て
い
き

ま
す
。

　

合
併
前
に
あ
っ
た
東
電
か
ら

の
防
犯
灯
寄
附
は
現
在
は
あ
り

ま
せ
ん
。
通
学
路
の
防
犯
灯
は

全
額
市
負
担
、
そ
れ
以
外
は
３

割
を
区
負
担
と
し
、
原
則
は
区

長
要
望
に
よ
り
電
柱
1
本
置
き

の
設
置
を
基
準
と
し
て
い
ま
す
。

防
犯
灯
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
の
推
進
を

田
口
市
長 
当
面
は
新
設
防
犯
灯
で
対
応

原発依存からの転換が急務の課題
であり、太陽光・地熱・バイオマ

ス等の再生可能エネルギー源による生産電
力を、電力会社が固定価格で買い上げるこ
とを義務化する法律が成立し、あわせて再
生可能エネルギー設置補助金 870 億円が
措置された。
　この補助金が残っているうちに、当市で
もソーラー発電設置に対する補助金を創設
し普及させる取り組みが必要ではないか。

自然エネルギー利用拡大に向け、

江戸崎公民館、東中学校では太陽

光発電を導入しています。公共施設新設の

際は新エネルギー導入について検討します。

　太陽光発電住宅への設置についての助成

措置制度の導入は、県内でつくば市、土

浦市など 12 市町村が導入しており、今後、

関係各課と調整を図り検討していきたいと

考えています。

ソーラー発電設置補助金創設を望む
田口市長  助成制度導入を前向きに検討

山口

市長

ソーラーパネルの設置された江戸崎公民館

山 口 清 吉
議　員

市
長

このほか放射能対策、公共交通対策につい

ての質問がありました。
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市
政
を
問
う

大湖 金四郎
議　員

公共施設跡地の有効利用を
田口市長  廃止施設等は原則処分

総合計画の後期基本計画の中にも公共施設の管理と適正配置についての活用や有
効活用等について記載されている。市内には江戸崎第一・第二保育所、江戸崎幼

稚園、新利根給食センター等の跡地があり、今後も学校統廃合や新庁舎建設に伴い各学校・
庁舎等の跡地が出てくる。
　そういう土地や使用していない隠れた施設を洗い出し、できる限り市の収入に結びつけ
ていくような、または設置が望まれる介護施設等へ活用するような、利用価値を最大限に
引き出せる施策の検討を願いたい。どのような管理運営の計画があるのか伺いたい。

公共施設の再編・統廃合は行政効率化の重要な課題と認識

しています。平成 22 年にプロジェクトチームを編成し庁舎

や公民館、体育館等の複数類似施設の再編方針に着手しました。ま

た施設の跡地利用検討機関として、市有財産等利活用検討委員会を

設置し利用方針を検討中です。

　財産運用の基本方針としては原則処分。ただし避難場所の位置づ

け施設は防災広場や避難所として改修整備します。廃止施設は他の

用途目的活用を判断し、次に避難施設を兼ねた地域コミュニティ施

設としての貸出しや譲渡、利活用が見込めない場合は売払い処分を

することになります。

大湖

市長

活用が望まれる旧江戸崎幼稚園跡地
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一
般
質
問

マ
イ
カ
ー
社
会
が
進
み
、

市
内
で
は
赤
字
バ
ス
路
線

が
相
次
い
で
廃
止
と
な
り
、
高
齢

化
に
よ
り
交
通
弱
者
の
増
加
が
予

測
さ
れ
る
。

　

当
市
は
鉄
道
が
な
い
た
め
外
部

と
の
ア
ク
セ
ス
が
困
難
で
あ
り
、

公
共
交
通
の
全
体
的
な
整
備
は
不

可
欠
で
あ
る
。
路
線
バ
ス
と
助
成

券
利
用
タ
ク
シ
ー
と
の
す
み
分
け

を
考
え
、
共
存
し
て
効
率
良
い

サ
ー
ビ
ス
を
目
指
し
て
い
く
べ
き

で
は
な
い
か
。

　

下
総
神
崎
駅
や
滑
河
駅
等
へ
の

ア
ク
セ
ス
予
定
の
検
討
や
全
体
的

な
公
共
交
通
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
具
体

的
に
示
し
て
欲
し
い
。

　

現
在
は
市
の
公
共
交
通
会
議
に

学
識
経
験
者
が
入
っ
て
い
な
い
が

外
し
た
理
由
は
何
か
。
バ
ス
停
ご

と
の
詳
細
利
用
デ
ー
タ
等
は
現
在

ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。

山
本

交
通
シ
ス
テ
ム
は
市
民
生

活
の
重
要
な
基
盤
で
あ
り
、

再
編
整
備
に
当
た
っ
て
は
公
共
施

設
再
編
と
の
整
合
性
を
踏
ま
え
た

一
体
的
な
検
討
を
行
い
、
市
内
全

体
に
合
理
的
・
効
率
的
な
交
通
網

の
形
成
を
促
進
し
て
い
き
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。
市
内
外
へ
の
ア

ク
セ
ス
も
ス
ム
ー
ズ
と
な
る
よ
う

に
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
充
実
を
図

り
、
定
期
路
線
系
を
基
幹
と
し
て

循
環
系
の
乗
合
タ
ク
シ
ー
や
デ
マ

ン
ド
系
な
ど
多
様
な
運
行
形
態
を
、

実
情
に
応
じ
て
上
手
に
組
合
せ
る

こ
と
が
有
効
と
考
え
ま
す
。

　

公
共
交
通
会
議
へ
の
学
識
経
験

者
参
加
に
つ
い
て
は
、
必
要
に
応

じ
て
次
回
会
議
か
ら
検
討
し
ま
す
。

路
線
ご
と
に
デ
ー
タ
は
集
積
し
て

い
ま
す
が
、
細
か
い
デ
ー
タ
収
集

を
進
め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

公
共
交
通
体
系
の
ビ
ジ
ョ
ン
は

田
口
市
長 
多
様
な
運
行
形
態
の

組
合
せ
が
有
効

市
長

江戸崎と新利根庁舎を結ぶ江戸崎・角崎線

山 本 彰 治
議　員

＊用語解説
教科書バリアフリー法
障がいが原因で通常教科書の使用が困難な児童等のために、教科書出版社に対して「文部科学省
へのデジタルデータの提供」と「文部科学省が定める標準規格に基づく拡大教科書の発行の努力
義務」を定めた法律（2008 年 6 月）

マルチメディアデイジー教科書　
通常の教科書と同様のテキスト・画像を使用し、テキストに音声をシンクロ（同期）させて読むこ
とができるもの。
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市
政
を
問
う

青年就農給付金の活用は
田口市長  県のモデルケースとなれるような取り組みを

農水省では平成 24年度から持続可能な力強い農業
実現のため、毎年２万人の青年新規就農者の定着を

目指し、新規就農総合支援事業を開始した。その柱となる
のが青年就農給付金で、農業大学や先進農家等で研修を受
ける 45歳未満の就農者へ、最長２年間で年間 150万円を
給付する準備型と、45歳未満の独立自営就農者に対して、
最長５年間、年間 150万円を支給する経営開始型がある。

　準備型は県が、経営開始型は市町村が事業実施主体になって
おり、事前の準備が大変重要である。市でもこの制度を活用し、
力強い農業づくりを目指し、青年新規就農者の増加、定着への
取り組みをしてはどうか、またその支援体制について市長の所
見を伺いたい。

制度を効果的に活用しながら、地域農業を支えていく人

材の発掘に積極的に関与し、若い担い手を多数確保する

ことで、県内におけるこの事業のモデルケースとなれるように取

組んでいきたいと考えています。支援体制については市が新規就

農の一元的な窓口となり、農業公社、ＪＡ等の関係機関と協力し、

市の助成措置も含めて、支援体制を前向きに検討していきたいと

考えています。

浅野

平
成
20
年
９
月
に
教
科

書
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
が

施
行
さ
れ
、
視
覚
障
が
い
や
発

達
障
が
い
等
に
よ
り
、
通
常
の

検
定
用
教
科
書
で
は
活
用
が
困

難
な
児
童
生
徒
へ
は
、
そ
れ
に

か
わ
る
教
科
用
特
定
図
書
が
無

償
で
給
付
さ
れ
使
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る

が
、
こ
の
法
施
行
に
基
づ
い
た

市
の
対
応
を
伺
い
た
い
。

　

ま
た
、
通
常
の
教
科
書
と
同

様
の
テ
キ
ス
ト
と
画
像
を
デ
ジ

タ
ル
化
し
、
パ
ソ
コ
ン
や
大
型

テ
レ
ビ
の
画
面
に
映
し
出
さ
れ

た
教
科
書
の
文
字
の
音
声
を
聞

き
な
が
ら
読
み
進
め
て
い
く
マ

ル
チ
メ
デ
ィ
ア
デ
ィ
ジ
ー
版
教

科
書
を
活
用
し
た
指
導
方
法
等

の
普
及
推
進
へ
の
期
待
が
高

ま
っ
て
い
る
。
市
で
も
積
極
的

に
取
り
組
む
べ
き
と
思
う
が
所

見
を
伺
い
た
い
。

教
科
書
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
へ
の
取
り
組
み
は

坂
本
教
育
長 

条
件
整
備
と
有
効
活
用
を
検
討

児
童
生
徒
の
障
が
い

の
状
態
に
応
じ
て
学

校
と
の
連
携
を
図
り
、
教
科
用

特
定
図
書
の
無
償
給
与
を
行
っ

て
い
ま
す
。
今
後
も
、
教
科
用

特
定
図
書
等
に
関
す
る
情
報
の

収
集
、
及
び
各
小
中
学
校
に
対

す
る
情
報
提
供
を
行
い
、
教
科

用
特
定
図
書
の
給
与
を
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
デ
ィ
ジ
ー

教
科
書
に
つ
き
ま
し
て
は
、
視

覚
障
が
い
の
あ
る
児
童
生
徒
ば

か
り
で
な
く
、
読
み
に
困
難
の

あ
る
児
童
に
対
し
て
も
読
み
の

能
力
と
学
習
意
欲
を
高
め
る
効

果
が
あ
り
、
各
学
校
へ
の
情
報

提
供
を
行
っ
て
い
ま
す
。
今
後

も
、
利
用
の
た
め
の
条
件
整
備

と
有
効
活
用
を
検
討
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

浅
野

新規就農の支援となる新規事業

浅 野 信 行
議　員

市長

教
育
長
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一
般
質
問

行
政
に
求
め
ら
れ
る
最
重

要
課
題
と
は
、
市
民
の
生

命
財
産
を
保
持
し
、
公
共
福
祉
の

拡
充
を
図
り
な
が
ら
、
豊
か
な
生

活
を
営
む
こ
と
の
実
現
で
は
な
い

か
と
考
え
る
。

　

報
道
で
は
、
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド

７
以
上
の
首
都
直
下
型
地
震
が
、

い
つ
発
生
す
る
の
か
解
ら
な
い
よ

う
な
状
況
下
に
あ
り
、
当
市
に
お

い
て
も
甚
大
な
被
害
が
出
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
る
。
昨
年
の
災
害
時

の
初
動
態
勢
、
市
民
の
安
全
確
保

や
避
難
誘
導
、
復
旧
復
興
事
業
の

優
先
付
け
等
、
大
き
な
教
訓
下

に
置
い
て
学
び
体
験
し
た
様
々
な

経
験
を
、
い
か
に
今
後
の
災
害
発

生
に
向
け
て
活
か
し
て
い
く
の
か
。

先
の
震
災
の
反
省
・
課
題
を
検
証

し
、
ど
の
よ
う
な
強
化
を
図
っ
て

い
く
の
か
伺
い
た
い
。

根
本

私
の
最
大
の
使
命
は
、
市

民
の
生
命
、
財
産
を
守
る

こ
と
で
あ
り
ま
す
。
震
災
直
後
か

ら
関
係
機
関
の
ご
協
力
を
得
な
が

ら
、
災
害
対
応
に
当
た
っ
て
き
ま

し
た
が
、
初
動
体
制
の
反
省
点
と

し
て
は
、
各
庁
舎
と
災
害
本
部
と

の
間
に
情
報
伝
達
や
指
揮
系
統
に

お
い
て
う
ま
く
機
能
し
な
い
部
分

が
あ
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
課
題
と
し
て
は
市
民
に

対
し
て
の
避
難
所
や
給
水
場
所
の

情
報
等
を
、
迅
速
に
提
供
す
る
こ

と
が
最
も
重
要
で
す
。

　

今
後
は
、
災
害
時
に
臨
機
に
対

応
で
き
る
仕
組
み
作
り
を
取
り
入

れ
た
防
災
計
画
の
見
直
し
を
図
り
、

ま
た
、
ハ
ー
ド
面
で
は
、
公
共
施

設
の
耐
震
化
や
液
状
化
対
策
に
取

り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

震
災
の
総
括
・
検
証
は

全体的検証がされてないため新年
度予算に、防災関係の予算が計上

されてない。検証をして、目に見える形で
の予算化、共通理解が必要である。市長の
意気込みを伺いたい。

今後はさらに検証を進め、早急に

防災会議を立ち上げて、関係機関

と協議をし、今後の対応を考えていきたい

と思っています。

根本 市長

田
口
市
長 
防
災
計
画
の
見
直
し
を
図
る

市
長

根 本 光 治
議　員

復旧の進む国道１２５号線
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常常任任委委員員会会のの審査経過と結果常常

委
員
長　

浅
野　

信
行　

　

第
１
回
定
例
議
会
で
は
議
案
11
件

が
付
託
さ
れ
ま
し
た
。
主
な
審
査
結

果
等
に
つ
い
て
ご
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
９
号　

税
条
例
の
一
部
改

正
で
は
、
震
災
復
興
財
源
と
し
て
の

市
・
県
民
税
の
拡
大
幅
に
つ
い
て
質

疑
が
あ
り
い
ず
れ
も
５
０
０
円
ず
つ

の
加
算
と
な
り
、
均
等
割
額
は
総
額

で
５
千
円
と
な
る
こ
と
が
示
さ
れ
ま

し
た
。

　

議
案
第
13
号　

介
護
保
険
条
例
の

一
部
改
正
で
は
、
第
５
期
介
護
保
険

事
業
計
画
で
の
介
護
保
険
料
率
の
改

定
に
よ
り
大
幅
な
値
上
げ
と
な
る
為
、

制
度
当
初
と
改
定
後
保
険
料
の
比
較

の
他
、
介
護
給
付
費
準
備
基
金
の
取

り
崩
し
に
よ
る
財
源
手
当
て
等
に
関

し
て
質
疑
が
あ
り
、
第
２
期
当
時
の

額
と
比
較
し
て
約
１
・
83
倍
に
な
る

こ
と
等
が
答
弁
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
案
第
26
号　

24
年
度
一
般
会
計

予
算
の
内
、
生
活
環
境
課
所
管
部
分

で
は
テ
レ
ビ
共
同
受
信
組
合
運
営
助

成
事
業
や
放
射
能
除
染
作
業
委
託
費

の
他
、
不
法
投
棄
処
分
委
託
業
者
の

定
期
的
な
見
直
し
等
に
対
す
る
意
見

が
あ
り
ま
し
た
。
社
会
福
祉
課
所
管

で
は
ハ
ー
ト
ピ
ア
い
な
し
き
の
運
営

委
託
の
他
、
住
宅
手
当
て
等
に
つ
い

て
意
見
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。
健
康

増
進
課
所
管
で
は
休
日
診
療
事
業
予

算
に
対
し
て
、
休
日
診
療
や
輪
番
制

運
営
等
の
負
担
を
充
実
し
総
合
病
院

の
な
い
当
市
で
も
、
市
民
が
安
心
し

て
緊
急
時
間
外
診
療
が
受
け
ら
れ
る

体
制
作
り
の
要
望
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
27
号　

24
年
度
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
予
算
で
は
、
失
業
等

に
よ
り
著
し
く
所
得
が
減
っ
た
方
に

対
す
る
保
険
税
緩
和
措
置
に
つ
い
て

の
質
疑
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
31
号　

24
年
度
介
護
保
険

特
別
会
計
予
算
で
は
、
居
宅
介
護

サ
ー
ビ
ス
事
業
費
の
内
、
介
護
報
酬

改
定
に
よ
る
ヘ
ル
パ
ー
の
サ
ー
ビ
ス

時
間
短
縮
に
つ
い
て
及
び
デ
イ
サ
ー

ビ
ス
施
設
の
把
握
状
況
等
に
つ
い
て

質
疑
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
案
第
35
号　

24
年
度
後
期
高
齢

者
医
療
特
別
会
計
予
算
で
は
、
前
年

度
比
2.2
％
増
と
な
る
予
算
内
容
が
説

明
さ
れ
ま
し
た
。

　

以
上
の
６
議
案
に
つ
い
て
は
審
査

の
結
果
、
賛
成
多
数
に
よ
り
原
案
可

決
。
他
の
５
議
案
に
つ
い
て
は
全
会

一
致
に
よ
り
原
案
可
決
を
決
定
し
ま

し
た
。

市
民
福
祉
常
任
委
員
会

委
員
長　

大
湖　

金
四
郎　

　

第
１
回
定
例
議
会
に
お
い
て
当
委

員
会
に
付
託
さ
れ
た
議
案
の
審
査
概

要
を
報
告
し
ま
す
。

　

当
委
員
会
に
付
託
さ
れ
た
議
案
16

件
の
う
ち
、
議
案
第
17
号
及
び
議
案

第
26
号
の
２
議
案
に
つ
い
て
は
、
採

決
の
結
果
、
賛
成
少
数
に
よ
り
、
否

決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
付
託
さ
れ
た
14
議
案
に

つ
い
て
は
、
全
会
一
致
に
よ
り
可
決

す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　

否
決
す
べ
き
も
の
と
し
た
２
議
案

の
主
な
審
査
経
過
に
つ
い
て
報
告
し

ま
す
。

　

議
案
第
17
号　

平
成
23
年
度
一
般

会
計
補
正
予
算
の
う
ち
秘
書
広
聴
課

か
ら
、
庁
舎
建
設
事
業
の
継
続
費
の

補
正
と
、
庁
舎
建
設
の
今
後
の
進
め

方
に
つ
い
て
、
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

委
員
か
ら
は
、
現
在
の
基
本
設
計

の
進
捗
状
況
、
及
び
継
続
費
の
１
６

３
２
万
６
千
円
に
つ
い
て
は
す
で
に

支
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
実
施
設

計
の
際
に
不
足
す
る
が
、
基
本
設
計

以
外
に
何
に
支
出
し
た
の
か
、
と
の

質
疑
が
あ
り
ま
し
た
。

　

担
当
課
か
ら
は
、
現
在
の
基
本
設

計
の
進
捗
率
は
、
85
％
で
あ
り
、
西

高
校
舎
を
利
活
用
す
る
方
向
で
の
基

本
設
計
業
務
で
、
平
面
及
び
配
置
プ

ラ
ン
、
道
路
線
形
の
案
ま
で
は
納
品

さ
れ
て
い
る
。

　

１
６
３
２
万
６
千
円
に
つ
い
て
は
、

公
共
施
設
の
再
編
計
画
の
協
力
業
務
、

旧
校
舎
の
利
用
、
地
区
ま
ち
づ
く
り

セ
ン
タ
ー
検
討
業
務
、
１
０
０
人
市

民
会
議
の
協
力
業
務
、
既
存
校
舎
の

図
面
作
成
等
が
業
務
の
内
容
で
あ
る

と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。
答
弁
に

対
し
、
基
本
設
計
が
85
％
ま
で
で
き

て
い
る
が
、
新
た
に
見
直
し
を
し
て
、

校
舎
を
使
わ
な
い
と
し
た
時
に
は
、

基
本
設
計
も
最
初
か
ら
見
直
し
す
る

必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
、
議
会

に
対
し
今
ま
で
何
の
説
明
も
な
い
と

の
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。
ま
た
、
そ

の
他
に
も
多
く
の
質
疑
が
交
わ
さ
れ

ま
し
た
。

　

討
論
で
は
、
新
庁
舎
建
設
事
業
に

つ
い
て
は
、
審
議
が
尽
く
さ
れ
て
な

い
。
議
会
に
対
し
何
の
説
明
も
な
い

ま
ま
議
案
が
提
案
さ
れ
る
。
そ
れ
を

看
過
す
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
と
の
、

反
対
討
論
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
26
号
、
平
成
24
年
度
稲
敷

市
一
般
会
計
予
算
で
も
、
舎
建
設
事

業
に
つ
い
て
、
市
長
は
１
０
０
人
市

民
会
議
、
並
び
に
市
民
の
意
見
を
最

重
要
視
し
、
西
高
校
舎
の
利
活
用
を

判
断
し
て
い
る
。
今
回
の
震
災
に
よ

り
基
本
設
計
の
見
直
し
が
必
要
と
な

り
、
当
初
の
計
画
と
違
っ
て
く
る
が
、

そ
の
説
明
責
任
に
つ
い
て
ど
の
よ
う

に
考
え
て
い
る
の
か
な
ど
の
質
疑
が

交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

総
務
教
育
常
任
委
員
会
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常常任任委委員員会会のの審査経過と結果常常

討

論

産
業
建
設
常
任
委
員
会

委
員
長　

篠
崎　

力
夫　

　

３
月
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
議
案
15
件
、
陳
情
案
件
１
件
に
つ

い
て
の
、
主
な
審
査
経
過
と
結
果
に

つ
い
て
ご
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
15
号　

水
道
・
工
業
用
水

道
事
業
の
設
置
に
関
す
る
各
条
例
の

改
正
は
、
議
案
第
７
号
に
関
連
し
て

４
月
か
ら
の
組
織
改
編
に
よ
り
水
道

局
を
水
道
課
と
し
、
下
水
道
課
と
統

合
し
て
上
下
水
道
部
と
す
る
た
め
に

２
つ
の
条
文
を
改
め
る
も
の
で
あ
る

と
の
説
明
を
受
け
ま
し
た
。

　

議
案
第
17
号　

一
般
会
計
補
正
予

算
の
う
ち
、
農
政
課
所
管
で
は
震
災

復
旧
個
所
が
膨
大
な
た
め
、
復
旧
の

残
る
排
水
関
係
修
復
の
翌
年
度
へ
の

繰
越
し
。
商
工
観
光
課
か
ら
は
夏
ま

つ
り
花
火
大
会
中
止
に
伴
う
観
光
振

興
事
務
費
の
減
額
。
建
設
課
道
路
関

係
で
は
復
旧
優
先
に
よ
る
新
設
経
費

の
減
額
の
他
、
道
路
橋
梁
災
害
復
旧

費
で
上
下
水
道
や
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
等

と
の
調
整
か
ら
４
億
５
千
万
円
余
の

繰
越
し
予
算
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
各
特
別
会
計
の
補
正
予

算
で
は
、
大
震
災
に
よ
る
各
料
金
の

減
免
措
置
に
伴
う
歳
入
減
額
が
見
ら

れ
ま
し
た
。

　

議
案
第
26
号　

24
年
度
一
般
会
計

予
算
で
は
、
商
工
観
光
課
所
管
の
重

点
分
野
雇
用
創
出
事
業
に
よ
り
放
射

性
物
質
測
定
事
業
な
ど
７
事
業
に
対

し
て
、
全
額
県
費
負
担
で
執
行
予
定

で
あ
る
こ
と
。
建
設
課
で
は
地
籍
調

査
事
業
で
震
災
に
よ
る
基
準
点
の
ズ

レ
に
伴
う
国
の
指
針
に
よ
る
点
検
測

量
事
業
。
都
市
計
画
課
で
は
新
規
事

業
と
し
て
大
震
災
被
災
者
住
宅
再
建 

支
援
事
業
補
助
金
と
し
て
、
一
部
損

壊
住
宅
の
50
万
円
以
上
の
修
繕
に
対

し
上
限
10
万
円
の
助
成
を
行
う
た
め

の
補
助
金
等
が
計
上
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
案
第
30
号　

24
年
度
公
共
下
水

道
特
別
会
計
予
算
で
は
、
水
道
料
金

と
の
徴
収
事
務
一
元
化
の
た
め
の
経

費
等
が
説
明
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
案
第
39
号
か
ら
第
41
号
ま
で
は
、

市
道
路
線
の
認
定
・
変
更
・
廃
止
の

案
件
で
い
ず
れ
も
問
題
な
く
審
査
が

進
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
全
議
案
と
も
全
会

一
致
に
よ
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決

し
ま
し
た
。

　

陳
譲
第
１
号　

利
根
川
の
管
理
を

国
の
責
任
で
行
う
こ
と
を
求
め
る
陳

情
に
つ
い
て
は
、
趣
旨
内
容
を
確
認

し
審
査
に
あ
た
っ
た
結
果
、
願
意
妥

当
と
認
め
全
会
一
致
に
よ
り
採
択
す

べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

◆
議
案
第
５
号
：
稲
敷
市
江
戸
崎

工
業
団
地
企
業
立
地
促
進
助
成
金

準
備
基
金
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

■
反
対
討
論

　
　

山
口
清
吉　

　

江
戸
崎
工
業
団
地
企
業
立
地
促
進

条
例
制
定
の
際
に
、
従
業
員
解
雇
や

事
業
所
閉
鎖
・
撤
退
時
に
市
長
と
の

事
前
協
議
を
行
う
こ
と
の
明
文
化
を

求
め
た
が
実
現
さ
れ
ず
、
助
成
金
を

支
出
し
て
誘
致
し
て
も
撤
退
時
に
何

も
言
え
な
い
立
地
推
進
の
た
め
の
基

金
設
置
に
賛
成
は
で
き
な
い
。

 

◆
議
案
第
９
号
：
稲
敷
市
税
条
例

の
一
部
改
正
に
つ
い
て

■
反
対
討
論

　
　

山
口
清
吉　

　

震
災
復
興
財
源
と
し
て
市
民
税
が

５
０
０
円
、
県
民
税
と
併
せ
て
千
円

の
負
担
増
と
な
り
、
大
企
業
に
は
減

税
し
な
が
ら
、
個
人
に
は
均
等
に
負

担
を
求
め
る
本
案
に
反
対
す
る
。

◆
議
案
第
13
号
：
稲
敷
市
介
護
保

険
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

■
反
対
討
論

　
　

山
口
清
吉　

　

65
歳
以
上
の
介
護
保
険
料
が
月
額

４
２
０
０
円
と
な
り
34
％
の
引
き
上

げ
と
な
る
。
保
険
料
が
天
引
き
さ
れ

る
年
金
は
段
階
的
に
2.8
％
引
き
下
げ

ら
れ
る
こ
と
が
決
ま
っ
て
お
り
、
高

齢
者
の
悲
鳴
が
聞
こ
え
る
。

 

◆
議
案
第
17
号
：
平
成
23
年
度
稲
敷

市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
６
号
）

■
反
対
討
論

山
口
清
吉　

　

第
２
表
継
続
費
補
正
で
、
23
年
度

新
庁
舎
基
本
実
施
設
計
１
６
３
２
万

６
千
円
の
計
上
は
納
得
で
き
な
い
。

庁
舎
建
設
凍
結
の
信
任
を
得
て
市
長

と
な
っ
た
の
だ
か
ら
任
期
中
は
建
設

を
見
送
り
、
次
回
市
長
選
挙
で
仕
切

り
直
し
を
し
て
は
ど
う
か
。
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高
野
貴
世
志　

　

新
庁
舎
建
設
基
本
設
計
は
85
％
の

出
来
高
と
説
明
さ
れ
た
が
、
成
果
品

を
だ
れ
も
見
て
い
な
い
と
い
う
不
確

定
な
事
実
を
看
過
で
き
な
い
。
契
約

以
外
の
業
務
を
大
幅
に
行
わ
せ
て
い

る
事
実
も
あ
り
１
６
４
２
万
２
千
円

の
不
足
を
生
じ
て
い
る
真
相
が
解
明

さ
れ
な
い
限
り
認
め
る
こ
と
は
で
き

な
い
。

　

根
本
光
治　

　

新
庁
舎
建
設
に
係
わ
る
継
続
費
補

正
に
つ
い
て
の
ず
さ
ん
な
予
算
執
行

に
対
し
て
は
賛
成
で
き
な
い
。

■
賛
成
討
論

　
　

根
本　

保　

　

震
災
か
ら
1
年
が
経
過
し
懸
命
の

復
旧
作
業
が
行
わ
れ
て
お
り
、
本
案

に
は
多
く
の
関
連
予
算
が
含
ま
れ
る
。

工
事
の
遅
延
・
停
滞
は
絶
対
に
許
さ

れ
な
い
。

◆
議
案
第
26
号
：
平
成
24
年
度
稲
敷

市
一
般
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　

山
口
清
吉　

　

震
災
復
興
財
源
と
し
て
住
民
税
均

等
割
が
５
０
０
円
引
き
上
げ
ら
れ
、
子

ど
も
手
当
は
児
童
手
当
に
逆
戻
り
し

減
額
さ
れ
る
中
、
高
額
な
水
道
料
金

負
担
軽
減
施
策
も
講
じ
ず
に
基
金
を

６
億
５
６
０
０
万
円
も
積
み
立
て
て

い
る
。
ま
た
庁
舎
建
設
事
業
費
は
市

長
選
後
の
仕
切
り
直
し
と
す
る
べ
き
。

　

高
野
貴
世
志　

　

議
案
17
号
・
補
正
予
算
へ
の
反
対

と
同
様
で
、
庁
舎
建
設
費
が
継
続
費

で
あ
る
こ
と
か
ら
当
初
予
算
も
反
対
。

こ
こ
ま
で
の
膨
大
な
費
用
の
責
任
所

在
を
明
ら
か
に
し
な
い
ま
ま
、
庁
舎

計
画
を
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　

根
本
光
治　

　

庁
舎
建
設
費
に
関
し
て
は
余
り
に

も
執
行
部
は
不
誠
実
な
対
応
で
あ
り
、

理
解
で
き
る
具
体
的
説
明
が
な
い
ま

ま
現
在
に
至
っ
て
い
る
。

■
賛
成
討
論

　

柳
町
政
広　

　

23
年
度
・
24
年
度
と
ま
た
い
で
の

災
害
復
興
予
算
及
び
新
利
根
地
区
統

合
小
学
校
実
施
設
計
予
算
等
が
計
上

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
ぜ
ひ
通
し
て

い
き
た
い
。

　

根
本　

保　

　

新
庁
舎
問
題
と
大
震
災
関
連
予
算

の
軽
重
を
問
う
つ
も
り
は
な
い
が
、

一
日
も
早
い
復
旧
・
復
興
を
地
域
の

皆
さ
ん
が
望
ん
で
い
る
と
い
う
観
点

か
ら
賛
成
す
る
。

◆
議
案
第
27
号
：
平
成
24
年
度
稲
敷

市
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
　

山
口
清
吉　

　

昨
年
第
２
回
定
例
会
で
国
保
税
賦

課
限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
て
お
り
、

無
収
入
者
や
有
期
雇
用
の
不
安
定
労

働
者
が
増
加
し
財
政
基
盤
が
弱
ま
っ
て

い
る
。
国
の
負
担
を
求
め
る
と
共
に
市

も
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
増
や

し
て
、
滞
納
を
生
ま
な
い
保
険
税
に
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

◆
議
案
第
31
号
：
平
成
24
年
度
稲

敷
市
介
護
保
険
特
別
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　
　

山
口
清
吉　

　

１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
引
き
上
げ
、

サ
ー
ビ
ス
時
間
や
報
酬
カ
ッ
ト
を
進
め

る
な
ど
、
負
担
は
重
く
サ
ー
ビ
ス
は
軽

く
と
本
末
転
倒
の
予
算
で
あ
る
。

 

◆
議
案
第
35
号
：
平
成
24
年
度
稲

敷
市
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

予
算

■
反
対
討
論

　
　

山
口
清
吉　

　

年
金
支
給
額
は
23
年
度
0.4
％
、
今

年
６
月
に
0.3
％
引
き
下
げ
ら
れ
る
の

に
、
24
年
度
か
ら
25
年
度
の
後
期
高

齢
者
医
療
保
険
料
は
均
等
割
り
２
０

３
８
円
、
所
得
割
も
0.4
％
引
き
上
げ

ら
れ
る
。
引
き
下
げ
ら
れ
た
年
金
か

ら
値
上
げ
さ
れ
る
保
険
料
が
天
引
き

さ
れ
る
こ
と
に
反
対
す
る
。

◆
議
案
第
36
号
：
平
成
24
年
度
稲

敷
市
水
道
事
業
会
計
予
算

■
反
対
討
論

　

山
口
清
吉　

　

水
道
事
業
費
の
34
％
を
占
め
る
県

企
業
局
か
ら
の
水
道
原
水
の
料
金
引

き
下
げ
を
求
め
、
か
つ
他
会
計
か
ら

の
補
助
金
を
減
ら
さ
ず
に
高
い
水
道

料
金
の
値
下
げ
に
回
す
べ
き
で
あ
る
。
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入札情報漏えい問題調査特別委員会
委員長　　高野　貴世志

　平成 23 年 9 月に当特別委員会の設置が議決されて以降 5回の委員会を開催し、管財課職員や総
務部長・副市長等の入札業務に携わる関係者に出席を願い、入札関連の文書記録・当該事案の事実
確認経過に関する 11 に及ぶ資料等について、順次説明を受けるなど検査を行い、入札事務の流れ
や漏えいの事実等に対して慎重な調査・検証を重ねました。
　その結果、一層の真相究明のため、12月定例会で地方自治法第 100 条の調査権限を委任する決議
が採択され、当市議会として初となる 100 条調査委員会として引き続き調査を行いました。
　第 8回・第 9回の委員会では、関係事業者及び市長・副市長・管財課職員等からの証人尋問を行
い調査を進め合計 10 回の委員会審査を行いました。その中で事業者から、漏えいが推測される電
話連絡があったことが証言されました。
　これらのことから、当委員会では次の事項を見解とし、再発防止に向けて要望事項等を示し、当
委員会の審査を終了いたしました。また、100 条第 1項に基づく調査にあっては、証人の出頭拒否、
宣誓拒否、証言拒否、虚偽証言及び記録提出の拒否事実等はなく、よって告発事案は認められませ
んでした。

○委員会の判断
１）業者名が漏えいしていた事実については、証人間の証言にくい違いはあるものの、指名予定の
全 5社の情報が漏えいしていた事実は間違いないものと考えられる。しかし、調査権の限界か
ら議会によるこれ以上の漏えいルートの実証は困難と言わざるを得ない。

２）漏えいした業者名の中には、7月 25 日 午後 5時以降に差替えた業者１社が含まれていること
から、差替え後、翌朝までの間に漏えいがあったことが推測される。この間、業者１社の変更
を知り得た者は管財課職員に限られていた。

３）聴取が情報把握後 20 日も経過しても２社のみからしか行われず、行政として当然行うべき事
務処理が行われておらず、対応に遅延を生じ、公平性・確実性を欠く不適切事例が多数見受け
られる。

４）入札業務及び情報がもたらされた場合等の記録が作成されておらず、談合情報・漏えい情報等
がもたらされた際の情報記録（メモ取り）が徹底されていない等の不備が認められる。

５）契約審査会へ提示する指名業者案について、当市では恒常的に契約審査会前に市長同席のもと
で決定されており、極めて審査会の公平性・独立性を欠く事務処理である。また本事案に限っ
て、通常は予定価格決定の際に行われる業者選考案の打合せが、例外的に事前に行われており、
疑念を生ずる不適切な調整作業が存在する。

○改善要望事項
１）市がこの事件の全体を精査し、事件発覚後の対応を振り返って最終的な総括を行うとともに、
漏えい原因が市幹部及び職員等による人為的なものである場合には、告発等の措置を講ずるな
ど徹底した再発防止に努め、結果について市民及び議会に対して、本年 第 2回定例議会 閉会
までに報告すること。

２）契約行為などの事務手続きにおいて、これまで以上に財務規則を遵守し、権限を超えた行為を
禁止し、各種法令の遵守についても徹底を図り、処分を含む厳格な対応を行うこと。

３）入札に関する談合・情報漏えい等の情報収集について、正確に把握できる仕組み作り及び改善を、
次のとおり行うこと。

　①漏えい情報についても談合情報と同様の取扱いとし、情報記録（メモ取り）の徹底や対応マニ
ュアルの見直しを行う。

　②管財課の業者選考経過等、入札業務に係わる事務については、記録を残すよう事務改善する。
　③市長が同席していた契約審査会前の指名業者案決定については、市長の同席を改める。
　④入札業務に係る会議・調整・打合せ等に関しては、秘匿性を保持しながらも、関係者や市民か

　ら疑念を抱かれるような事務を執行することのないように、条例・
　規程等の遵守に努めること。
　　併せて入札業務に係る職員にあっては、関係資料の管理徹底はも
とより、安易な発言や行動を厳に慎み、一層の公平・公正な職務遂
行に努めること。
⑤市役所内部でモラルハザードが発生しているため、内部告発を慫

しょうよう

慂
するとともに、告発者の保護及び告発者への制裁を禁止した内容を
踏まえたコンプライアンス委員会を市役所内に設置すること。

常常別別委委員員会会のの審査経過と結果特特
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臨 時 会 報 告

平成24年 第２回
稲敷市議会臨時会

　平成２４年第２回稲敷市議会臨時会が３月２９日（会期１日間）に開か
れました。
　この臨時会には、先の第１回定例会で否決となった、議案第１７号・議
案２６号（一般会計の補正予算・H24当初予算）から新庁舎建設事業予
算を減額・削除等を行った予算案の提出２件の他、条例改正案件１件の
計３件が市長より提出されました。
　議会の審議内容及び、議決の結果については下記一覧をご参照ください。

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果

議案第42号
稲敷市介護保険条例の一部改正に
ついて

東日本大震災により被災した被保険者に
係る介護保険料の減免特例を定める

― 原案可決

議案第43号
平成 23年度稲敷市一般会計補正
予算（第7号）

予算総額を225億 9194万 3千円とする ― 原案可決

議案第44号 平成 24年度稲敷市一般会計予算
予算総額を206億 4245万円とする
（前年比　10.6％増）

― 原案可決

平成24年 第１回
稲敷市議会臨時会

　平成２４年第１回稲敷市議会臨時会が２月１４日（会期１日間）に開か
れました。
　市長より提出された議案は、専決処分２件、平成２３年度特別会計の補
正予算案１件の計３件で、常任委員会への付託を省略し、本会議で審議
の結果、各議案ともに可決されました。
　議会からは、農業委員会委員の議会推薦に係る、発議４件が提出されました。
　議会の審議内容及び、議決の結果については下記一覧をご参照ください。

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

審
議
さ
れ
た
議
案
と
そ
の
結
果

議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果

議案第 1 号
専決処分の承認を求めることにつ
いて（平成23年度稲敷市一般会計
補正予算（第5号））

予算総額を236億 4883万 9千円とする ― 原案可決

議案第 2 号
専決処分の承認を求めることにつ
いて（稲敷市税条例の一部を改正
する条例）

東日本大震災による個人住民税の雑損控
除関係の地方税法の一部を改正する法律
及び政令・省令公布に伴う改正

― 原案可決

議案第 3 号
平成 23年度稲敷市公共下水道事
業特別会計補正予算（第5号）

江戸崎処理区整備事業費の繰越明許措置
を講じる補正予算

― 原案可決

発議第 1 号
～

発議第 4 号

稲敷市農業委員会委員の推薦につ
いて

中　　山　　遠藤　一行
江戸崎甲　　山下　恭一
浮　　島　　小貫　和子
本　　新　　関口　邦子

― 原案可決
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視 察 研 修 報 告

研
修
日
：
２
月
９
日
〜
10
日

視
察
先
：
宮
城
県
利
府
町
役
場

　
　
　
　

宮
城
県
川
崎
町
役
場

　

利
府
町
で
は
、
地
場
産
品
を

積
極
的
に
取
り
入
れ
、
新
鮮
で

安
全
な
給
食
の
提
供
に
取
組
ん

で
い
る
給
食
セ
ン
タ
ー
「
み
ん

な
の
お
昼
ポ
テ
ト
館
」
の
研
修

を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

利
府
町
に
は
２
つ
の
学
校
給

食
セ
ン
タ
ー
が
あ
り
、「
み
ん

な
の
お
昼
ポ
テ
ト
館
」
は
利
府

町
の
人
口
増
に
伴
い
平
成
12
年

に
開
設
さ
れ
、
平
成
22
年
度
か

ら
は
調
理
及
び
配
送
な
ど
の
業

務
は
民
間
に
委
託
し
運
営
し
て
い
る

と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

地
場
産
品
の
使
用
に
つ
い
て
は
、

生
産
者
と
の
連
携
を
図
り
、
旬
の
食

材
を
取
り
入
れ
た
給
食
の
提
供
に
努

め
、
現
在
の
地
場
産
品
使
用
率
は

41
％
で
あ
り
、
米
飯
給
食
に
つ
い
て

は
平
成
23
年
度
か
ら
は
利
府
町
産
米

１
０
０
％
の
提
供
を
し
て
い
る
。

　

ま
た
、「
食
の
大
切
さ
を
子
ど
も

た
ち
へ
伝
え
て
い
く
」
こ
と
を
テ
ー

マ
に
総
合
的
な
食
育
を
推
進
す
る
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
「
キ
ャ
ベ
ツ
ク
ラ

ブ
」
の
食
育
指
導
等
に
つ
い
て
の
説

明
を
受
け
ま
し
た
。

　

今
後
、
稲
敷
市
の
学
校
給
食
へ
の

取
り
組
み
に
対
し
、
大
変
、
参
考
に

な
る
研
修
で
し
た
。

　

川
崎
町
で
は
、「
認
定
子
ど
も
園

か
わ
さ
き
こ
ど
も
園
」
の
運
営
状
況

等
に
つ
い
て
研
修
を
行
い

ま
し
た
。

　

川
崎
町
で
は
待
機
児
童

の
解
消
、
教
育
の
機
会
均

等
に
向
け
て
、
幼
保
一
元

化
に
取
り
組
み
、
平
成
23

年
に
「
認
定
子
ど
も
園
か

わ
さ
き
こ
ど
も
園
」
が
開

園
さ
れ
た
と
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

　

こ
の
「
認
定
子
ど
も
園
」

の
運
営
に
つ
い
て
は
、
開

園
以
前
は
、
保
育
所
は
保

健
福
祉
課
、
幼
稚
園
は
教

育
委
員
会
と
所
管
が
分
か

れ
て
い
た
が
、
放
課
後
児

童
教
室
を
含
め
た
子
ど
も
の
保
育
・

教
育
の
一
体
化
を
図
る
た
め
に
、
教

育
委
員
会
事
務
局
に
新
た
に
「
幼
児

教
育
課
」
を
設
置
し
、
統
括
運
営
を
、

ま
た
、
認
定
子
ど
も
園
内
に
幼
児
教

育
課
を
設
置
し
、
事
務
の
円
滑
化
を

図
っ
て
い
ま
し
た
。

　

こ
れ
か
ら
の
幼
保
一
元
化
の
取
り

組
み
に
向
け
て
先
進
的
な
事
例
で
あ

り
、大
変
、参
考
に
な
る
研
修
で
し
た
。

 市民福祉常任委員会
 視察研修報告

研
修
日
：
１
月
26
日
〜
27
日

研
修
先
：
静
岡
県
三
島
市

　
　
　
　

神
奈
川
県
厚
木
市

　

今
年
度
の
行
政
視
察
は
、
初

日
に
三
島
市
が
取
組
ん
で
い
る

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
運
営
に
つ

い
て
、
三
島
市
役
所
及
び
市
立

北
小
学
校
を
訪
問
し
、
研
修
を

行
い
ま
し
た
。
三
島
市
で
は
昭

和
42
年
度
の
児
童
ク
ラ
ブ
設
置

以
来
、
長
い
実
績
を
持
ち
現
在

は
公
設
公
営
16
、
公
設
民
営
1

ク
ラ
ブ
が
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

担
当
者
か
ら
ク
ラ
ブ
の
運
営

経
費
、
使
用
料
負
担
、
対
象
児

童
や
児
童
数
、
指
導
員
体
制
、
小
学

校
下
校
か
ら
保
育
終
了
ま
で
の
活
動

の
流
れ
、
安
全
対
策
や
教
育
委
員
会

と
の
連
携
等
、
運
営
に
係
わ
る
現
況

に
つ
い
て
多
岐
に
わ
た
り
説
明
を
い

た
だ
き
ま
し
た
。
当
委
員
か
ら
は
、

入
会
規
制
（
学
年
や
兄
弟
の
受
入
れ

態
勢
、祖
父
母
同
居
家
庭
の
制
限
等
）

の
他
、
緊
急
時
連
絡
体
制
、
指
導
員

雇
用
と
研
修
、
障
が
い
を
も
つ
児
童

等
へ
の
対
策
等
に
つ
い
て
、
活
発
な

意
見
交
換
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
。

　

特
に
、
公
設
民
営
と
い
う
特
徴
的

な
ク
ラ
ブ
運
営
に
つ
い
て
は
、
県
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
る
運
営
で
あ
れ

ば
、
学
年
の
枠
を
超
え
た
受
入
れ
や

運
営
の
独
自
性
が
打
ち
出
せ
、
か
つ

国
庫
補
助
対
象
と
な
る
こ
と
な
ど
か

ら
、
今
後
の
当
市
の
児
童
ク
ラ
ブ
運

営
に
際
し
て
も
大
変
参
考
と
な
り
ま

し
た
。

　

翌
日
は
、
厚
木
市
内
に

設
置
さ
れ
て
い
る
神
奈
川

県
総
合
防
災
セ
ン
タ
ー
を

訪
問
し
、
防
災
意
識
啓
発

高
揚
と
災
害
体
験
施
設
の

運
営
状
況
に
つ
い
て
研
修

を
行
い
ま
し
た
。
昨
年
の

大
震
災
の
経
験
が
記
憶
に

新
し
い
だ
け
に
、
地
震
や

風
水
害
、
火
災
等
の
各
種

災
害
に
対
す
る
疑
似
体
験

に
触
れ
、
平
時
か
ら
の
防

災
意
識
と
備
え
が
い
か
に

重
要
か
を
身
を
も
っ
て
体

感
し
ま
し
た
。

　

ま
た
市
と
し
て
の
防
災
用
品
等
備

蓄
を
進
め
る
こ
と
と
併
せ
て
、
家
庭

で
の
持
出
し
品
リ
ス
ト
を
配
布
す
る

な
ど
、
災
害
意
識
啓
発
に
対
し
て
も

取
組
む
べ
き
と
感
じ
ま
し
た
。

 総務教育常任委員会
 視察研修報告
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視 察 研 修 報 告

 産業建設常任委員会
 視察研修報告

研
修
日
：
２
月
２
日
〜
３
日

視
察
先
：
静
岡
県
富
士
市

　
　
　
　

神
奈
川
県
横
浜
税
関

　

静
岡
県
富
士
市
で
は
、
産
業

振
興
や
観
光
促
進
を
目
指
し
た

イ
ベ
ン
ト
「
富
士
の
ふ
も
と
の

大
博
覧
会
」
の
取
り
組
み
に
つ

い
て
研
修
を
行
い
ま
し
た
。

　

こ
の
事
業
は
、
新
た
に
整
備

し
た
産
業
展
示
場
の
開
館
に

伴
っ
て
行
っ
た
も
の
を
継
続
し

て
毎
年
の
周
年
記
念
イ
ベ
ン
ト

と
合
わ
せ
て
運
営
し
て
い
る
も

の
で
、
富
士
市
の
単
独
で
行
っ

て
い
る
も
の
で
は
な
く
、「
食
」

を
テ
ー
マ
に
富
士
山
を
中
心
と

し
た
４
市
１
町
で
形
成
さ
れ
た

各
自
治
体
や
商
工
団
体
の
連
携
で
取

り
組
ま
れ
て
い
ま
し
た
。

　

年
々
来
場
者
数
も
増
加
し
て
い
る

状
況
で
、
23
年
度
は
２
日
間
で
３
万

６
５
７
７
人
も
の
来
場
者
が
あ
り
、

広
く
は
東
京
方
面
か
ら
も
一
般
の
他

大
手
企
業
の
バ
イ
ヤ
ー
が
92
社
も
参

加
し
て
い
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し

た
。
イ
ベ
ン
ト
の
主
な
も
の
は
、
ご

飯
や
パ
ン
な
ど
部
門
別
の
コ
ン
テ
ス

ト
開
催
で
、
優
勝
す
る
と
企
業
へ
の

売
込
み
の
た
め
の
自
社
ア
ピ
ー
ル
に

も
つ
な
が
っ
て
い
る
こ
と
が
説
明
さ

れ
ま
し
た
。

　

横
浜
税
関
で
は
、
横
浜
港
湾
組
合

の
案
内
に
よ
り
「
日
本
に
お
け
る
輸

入
農
産
物
の
現
状
と
課
題
」
に
つ
い

て
の
研
修
と
、
輸
入
実
態
と
し
て
横

浜
港（
山
下
埠
頭
）を
視
察
し
ま
し
た
。

　

輸
入
農
産
物
の
保
管
状
態
を
間
近

で
見
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、
倉

庫
内
に
保
管
す
る
こ
と
無
く
屋
外
に

野
積
み
に
さ
れ
て
い
る
現
状
が
あ
り

ま
し
た
。
ポ
リ
容
器
や
木

箱
に
は
、
大
根
や
キ
ュ
ウ

リ
等
の
野
菜
が
入
っ
て
お

り
、
こ
れ
は
大
手
企
業
の

加
工
食
品
と
な
る
も
の
だ

と
の
説
明
を
受
け
ま
し
た

が
、
夏
場
等
は
気
温
が
40

度
に
も
な
る
炎
天
下
で
さ

え
屋
外
に
置
か
れ
、
数
か

月
か
ら
数
年
も
そ
の
ま
ま

屋
外
で
保
管
さ
れ
て
い
る

話
を
伺
い
、
驚
き
を
隠
せ

ま
せ
ん
で
し
た
。

　

ま
た
拝
見
し
た
容
器
の

中
身
（
野
菜
等
）
は
、
１

年
前
に
輸
入
し
た
も
の
で

し
た
が
何
故
か
腐
る
こ
と

は
無
い
そ
う
で
、
か
な
り

強
い
防
腐
効
果
の
あ
る
薬
剤
が
使
わ

れ
て
い
る
と
感
じ
ま
し
た
。
そ
れ
は
、

日
常
で
よ
く
食
卓
で
目
に
す
る
も
の

で
し
た
。

　

そ
の
他
、
蕎
麦
や
小
麦
等
の
種
子

や
果
物
等
、
多
く
の
食
品
等
が
輸
入

さ
れ
そ
れ
ぞ
れ
の
名
産
、
名
物
と
さ

れ
て
い
る
各
地
域
へ
運
ば
れ
て
い
く

と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

輸
入
の
実
態
と
し
て
は
、
食
品
等

に
輸
入
制
限
は
あ
る
が
、
加
工
品
へ

の
原
材
料
と

し
て
で
は
輸

入
が
可
能
と

な
り
、
検
疫

の
検
査
も
受

け
ず
に
、
書

類
検
査
の
み

で
通
過
し
て

し
ま
う
と
の

説
明
が
あ
り

ま
し
た
。

　市議会は、傍聴できます。

　この３月議会（定例会）では、期間中、のべ

２７人の皆さまが傍聴しました。稲敷市役所

東庁舎の２階で当日に受付けています。

　また、議場傍聴ではなく、庁舎１階ロビー

にあるテレビで議会中継を傍聴される方も

おります。

☎ ０２９９―７８―３３９０（直通）

FAX ０２９９―７８―３３９６

傍 聴
！

して

みませんか

月

次回定例会開会予定は

6 5 日火となります。

　議会の傍聴は、稲敷市役所東庁舎２階で開催当

日に受付けています。傍聴については、

　① 受付時間は午前８時３０分から（先着順）

　② 傍聴の予約はできません

　③ 傍聴席は２５席まで

　　 （別途、報道関係５席）

　④ 議場で傍聴できなくても庁舎１階のテレビで

議会の生中継を傍聴できます　　　　 など

　以上のことにご注意いただき、傍聴にお越しく

ださい。

　次回の定例会の詳しい日程については、議会事

務局までお問い合わせ下さい。
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９
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集
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編

集

後
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委
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長　
　

根　

本　
　
　

保

副
委
員
長　
　

松　

戸　

千　

秋

委　
　

員　
　

浅　

野　

信　

行

委　
　

員　
　

篠　

崎　

力　

夫

委　
　

員　
　

大　

湖　

金
四
郎

委　
　

員　
　

岡　

沢　

亮　

一

　

昨
年
の
東
日
本
大
震
災
か
ら
早
や

一
年
が
経
過
し
、
稲
敷
市
も
復
興
元

年
と
し
て
新
た
な
区
切
り
の
春
を
迎

え
ま
し
た
。
道
路
・
上
下
水
道
を
は

じ
め
液
状
化
等
に
よ
り
甚
大
な
被
害

を
受
け
た
水
田
、
用
排
水
路
や
パ
イ

プ
ラ
イ
ン
、
機
場
等
の
農
業
用
施
設

な
ど
一
日
も
早
い
復
興
に
向
け
て
関

係
機
関
や
執
行
部
・
議
会
・
職
員
等

が
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
み
、
二
年

連
続
し
て
の
耕
作
不
可
能
と
い
う
事

態
の
回
避
に
向
け
て
、
努
力
を
重
ね

て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
議
会
で
は
放
射
能
の
風
評

被
害
等
か
ら
、
稲
敷
米
や
当
地
の
農

産
物
等
を
守
り
、
安
心
し
て
消
費
者

に
提
供
で
き
る
よ
う
な
施
策
の
実
現

に
努
め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

市
民
の
皆
様
が
震
災
の
影
響
か
ら

脱
却
し
、
平
穏
な
日
常
が
実
現
す
る

こ
と
を
願
う
ば
か
り
で
す
。

 

（
篠
崎　

記
）

利根川の管理に関する意見書を提出

利根川の管理を国の責任で行うことを求める意見書

　稲敷市は、利根川下流部に位置し、香取海と言われた低湿地であることから、利根川の

水害と長年にわたって闘ってきた歴史があります。しかし、この度地方出先機関の原則廃

止が論議されており、利根川から国（関東地方整備局）の関与がなくなることを危惧致し

ております。

　利根川は、群馬県から千葉県に至る５県を貫いて流れており、国が撤退した場合には治

水・利水・環境を総合的に調整・管理する機関がなくなることになり、下流部にそのしわ

寄せが集中することが懸念されます。

　こうした大河川の管理は一自治体でできるものではなく、国が責任をもって行うべきで

あります。よって利根川下流部沿川住民の安全・安心を維持するため、下記の事項を強く

要請致します。

記

　　　　　　利根川の管理は国の責任のもとに行うこと。

　　　以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出します。

　　　　平成２４年３月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県稲敷市議会議長　長 坂　太 郎

　　　（提出先）

　　　内閣総理大臣　野 田　佳 彦　様

　　　総 務 大 臣　川 端　達 夫　様

　　　国土交通大臣　前 田　武 志　様

　陳情第１号の趣旨採択を受けて、議員発議により利根川の管理に関して、内閣総理大臣他２名

の大臣に対する意見書案が提出され、全員一致により可決されました。関係者に対し可決後、た

だちに送付いたしました。


